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要約
　東京大学社会科学研究所が実施する「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査」と2020
年に新たに実施したウェブ特別調査を⽤いて、（1）コロナ禍における不安および健康と⽣活意識、

（2）コロナ禍における社会的孤⽴リスクの格差、（3）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のリ
スク認知、(4)離家経験の世代間格差、の4点について分析した。
　第1のテーマでは、緊急事態宣言下の不安に着目し、どのような人に不安傾向が高いのかを分析
すると、女性の方が男性より不安を感じやすく、年齢が高くなると不安は高くなる傾向にあった。
高学歴層と単身者は、不安スコアが低い傾向があり、専門・管理職の場合には、ブルーカラー職と
比較して不安スコアが平均的に低い。パネル調査であることの特性を活かして、健康と生活意識
についてコロナ禍以前と以後の変化を分析すると、コロナ禍で健康と生活に関わる状況が大きく
損なわれた人の比率が増えたと結論することはできなかった。
　第2のテーマでは、社会的孤立（他者との接触、交流機会がない状態）の経験がコロナ禍の前後
でどのように変化したのかを分析した。直接会ったり、電話やビデオ通話で話をしたりする人間関
係については、コロナ禍で孤立を経験する人の割合が高まった。一方、メールやテキストメッセー
ジでやり取りする人間関係からの孤立には変化がみられなかった。また、コロナ禍で対面や通話の
ネットワークからの孤立をより経験しやすくなったのは、コロナ禍以前には相対的に孤立リスクの
低かった人びとであり、リスクがもともと高い人びとは一貫して孤立経験割合が高いままであった。
　第3のテーマは、新型コロナウイルス感染症（COVID -19）のリスク認知である。多くの人（約
87%）が実効再生産数（C O V I D -19に対するリスク認知）を実際よりも高く見積もる傾向がある。
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1. はじめに
　東京大学社会科学研究所では、2007年に若
年者（20-34歳）と壮年者（35-40歳）を対象と
して総合的な社会調査である「働き方とライフス
タイルの変化に関するパネル調査」（J a p a n e s e 
Life Course Panel Surveys: JLPS）を実施し、
その後毎年対象者を追跡（若年・壮年継続サン
プル）している。2011年には同年齢の対象者の
サンプルを補充（若年・壮年追加サンプル）し、
さらに2019年には調査対象者よりも若い20-31
歳の若年者を新たに抽出（若年リフレッシュサン
プル）し、毎年追跡している。
　2020年1月から3月に、「継続サンプル」の第
14回、「追加サンプル」は第10回の調査、「リフ
レッシュサンプル」については第2回調査を実施
した。「継続サンプル」Wave 14では、「若年調査」
は1,728、「壮年調査」は873のケースを回収し、
追跡することができているアタック数に対する
回数率は、それぞれ82.4%と88.4%である。「追
加サンプル」Wave 10については、425（若年）、
176（壮年）のケースを回収し、回収率はそれぞ

れ68.0％と73.0％である。「リフレッシュサン
プル」Wave 2では、1,706ケースを回収した（回
収率83.3%）。継続サンプルとリフレッシュサン
プルについては、郵送配布・訪問回収の方法を
用い、追加サンプルは郵送配布・郵送回収の方
法を用いているので、回収率に若干の差がでて
いる。
　これらのJ L P Sの対象者に対して、2020年8
月下旬より11月上旬にかけてウェブによる特別
調査を実施した。対象者は調査協力依頼に関す
る書類を受け取ったあと、指定のウェブサイトに
アクセスし、各人に固有に割り当てられたトーク
ン（パスワード）を入力して回答画面にログイン
し、回答をおこなった。調査画面は、ウェブ調
査プラットフォームのLime Surveyを用いて作
成した。調査の経過については、9月上旬に督促、
その後10月中旬に調査協力への再依頼、加えて
10月下旬に再度の督促を行った。ウェブ調査の
入力期間は、8月29日から11月9日までであった。
　ウェブ特別調査の回収率は対象者全体で
63.9%（3740名）であった。サンプル種別ごと

1　本稿は、東京⼤学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ N o.128「コロナ
禍にみる⼈々の⽣活と意識：「働き⽅とライフスタイルの変化に関する全国調査2020 ウェブ特別調査」の結果か
ら」（2021 年2 ⽉）に加筆・修正したものである。本稿は、⽇本学術振興会（JSPS）科学研究費補助⾦基盤研究（S)

（18103003,22223005）、特別推進研究（25000001, 18H05204）の助成を受けて⾏った研究成果の⼀部である。
東京⼤学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資⾦、（株）アウトソーシングからの
奨学寄付⾦を受けた。調査は⼀般社団法⼈中央調査社に委託して実施した。パネル調査データの使⽤にあたって
は社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。

実効再生産数の過大な認知は様々な属性に規定されている。具体的には、男性は女性に比べて、
大卒者は非大卒者に比べて過大認知をしない傾向、年齢が高い人は低い人に比べて過大認知をし
ない傾向、販売·サービス職と生産現場等の職業は専門・管理・技術職に比べて実効再生産数を過
大に認知する傾向がある。こうした実効再生産数を過大に見積もる人は、そうでない人に比べて、
換気をしたり、外食を控える傾向がある。
　第4のテーマでは、継続サンプル·追加サンプルとリフレッシュサンプルの間で、離家経験に世
代差がみられるかを分析した。出生コーホート別に離家イベントの発生率を比較すると、リフレッ
シュサンプルの世代（1986 ～ 1998年出生）では、女性において25歳以降での離家の発生率が低
いことが示された。また、離家のきっかけを出生コーホート別に比較すると、リフレッシュサンプ
ルの世代では、男女ともに結婚をきっかけとした離家が減少する傾向がみられた。未婚化·晩婚化
などの社会状況の変化にともない、若者がいつどのように離家を経験するかにも変化が生じてい
ることが示された。1

【注：当稿は10月号前編、11月号後編として２カ月に分けて紹介する】
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の内訳を示すと、若年、壮年継続サンプルでそ
れぞれ66.7%、62.2%であった。2011年より
開始した補充調査については、若年、壮年追加
サンプルでそれぞれ57.8%、59.4%であった。
また、2019年より新たに加わった若年リフレッ
シュサンプルの回収率は64.2%であった。
　ウェブ特別調査の調査内容は、従来の調査で
尋ねている事項に加え、コロナ禍、とりわけ第1
回緊急事態宣言時とその後の生活経験に関する
事項も含んでいる。新型コロナウイルス感染症
に焦点を当てた社会調査はすでに散見されるも
のの、コロナ前の情報を活用できる調査データ
はまだ多くない。JLPSは、コロナ前の仕事や日
常生活に関する状況が、コロナ禍の経験にどの
ような影響を与えたのかを検証するうえでも有
力であるといえよう。

（石田浩・石田賢示）

2. コロナ禍における不安と生活・意識の変化
（１）コロナ禍における不安
　2020年ウェブ特別調査の目的のひとつは、新
型コロナウイルス感染症の拡大が人々にどのよ
うな影響を及ぼしているのかを検証することで
ある。特に第1回の緊急事態宣言（2020年4月7
日から5月25日）が発せられた時期の人々の生活
がどのようなものであったのかについてきちん
と把握しておく必要がある。特別調査では、「新
型コロナウイルス感染症に関連して、以下の生
活面で不安に感じることはありましたか」という
質問を行い、11項目に関して「緊急事態宣言下（4
月～ 5月）」と「現在」（調査回答時点なので、ほ
とんどの対象者が回答した2020年9月から10月）
の2つの時期について「不安があった」か「不安は
なかった」の2択で選択してもらった。

　「緊急事態宣言下（4月～ 5月）」の時期につい
ての回答を見てみると、8割以上の人が「旅行・
イベントへの参加」「感染の収束」「不況の長期
化・深刻化」「予防物資の不足」「政府の対応」「正
しい情報の欠如」について不安を抱いていたこと
がわかる。「8割以上」というのは、極めて高い
数値であり、当時の人々の不安の大きさを物語っ
ている。さらにほぼ半数の回答者は、「通院・入
院」「子どもの学習への影響」「収入減への生活
支援」「精神的安定」の項目について「不安があっ
た」ことがわかる。「家のなかに居場所がないこ
と」については、ほどんどの回答者が不安と思っ
ていなかった。
　それでは第1回緊急事態宣言が解除された後
には、不安は改善したのであろうか。調査時点
である2020年秋の時期でも、「不況の長期化・深
刻化」「旅行・イベントへの参加」「感染の収束」「政
府の対応」に関しては8割前後という大勢の人が
不安を抱いていたことがわかる。「感染予防物資
の不足」については、マスクやアルコール消毒液
の入手が大きく改善され、大きな不安の要素と
はなくなっていた。しかし、「通院・入院」「収入
減に伴う生活支援」「子どもの学習への影響」に
ついては依然として半数弱の回答者が不安要素
として挙げている。つまり2020年秋の段階でも、
人々の生活面での不安要素はそれなりに高いレ
ベルにあったことがこの結果から推察される。
　次に項目別ではなく、すべての項目を足し挙
げて不安スコアを測定した。「休校による子ども
の学習への影響」の項目は、回答者に子どもが
いるか否で質問の意味が異なってくることから、
この項目を除く残りの10項目について「不安が
あった」回答の合計を算出した。不安スコアは、
ゼロ（不安がまったくない）から10（すべての項
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図１　不安スコアの分布（2020 年春緊急事態宣言下の時期） 図 2　不安スコアの分布（2020 年秋の時期）
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目で不安）の値をとる。不安スコアの分布を示し
たのが、図1（2020年春緊急事態宣言下の時期）
と図２（2020年秋の時期）である。
　2020年春の緊急事態宣言下の時期における不
安スコアの分布（図1）は、右に偏っており、8，9，
10といった高いスコアを示す回答者が、47％と
半分近くになる。ほとんどすべての項目につい
て不安があった回答者が半数近くに上ったこと
になる。これに対して2020年秋の時点では、不
安スコアの分布はより均一化し、8，9，10の高い
スコアの回答者の割合は4分の1である。スコア
0から3までの回答者も4分の１弱を占める。
　この不安スコアを用いて、どのような人が、
不安スコアが高い傾向にあるのかを分析した。
分析は、緊急事態宣言下の不安スコアを用い
た。不安スコアを従属変数とする重回帰分析の
結果を図3に示す。それぞれの独立変数の効果

（係数を丸で表示）と95％の信頼区間（丸の左右
のバー）を表示した。信頼区間がゼロを含む場合
には、その独立変数の効果は統計的に有意では
なく、含まない場合には有意であることを表す。

パネル調査であることの利点を活かして、個人
属性（性別・年齢・学歴）とともに2020年1月か
ら3月時点で回答者の置かれている状況（配偶関
係、世帯構成、居住地）と雇用情報（初職、現職）
を独立変数として導入している。
　結果をみていこう。男性の方が女性よりも不
安スコアは低い傾向にある。女性の方が一般的
に不安を感じやすいようである。年齢が高くな
ると不安は高くなる傾向にある。大学・大学院
学歴の場合には、中学・高校学歴よりも不安ス
コアが低く、不安を感じにくい傾向がある。高
学歴の方が情報収集のスキルが高く、在宅勤務
など感染リスクを減らす働き方をしやすいので、
不安を感じにくいのかもしれない。単身者は複
数人の世帯と比較して、不安スコアが低い傾向
がある。単身の場合には、家庭にウイルスを持
ち込み、同居家族を感染させてしまうという不
安は少ないかもしれない。専門・管理職の場合
には、ブルーカラー職と比較して不安スコアが
低い傾向にある。専門・管理職従事者は、通勤
を回避しオンラインで働くなど、よりフレキシ
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ブルな働き方が可能である職種であることが関
連しているのかもしれない。年代、配偶関係、
都市規模、従業上の地位の違いは、不安の程度
とは関連が見られなかった。
　最後に不安項目のなかで「収入の減少に伴う生
活への支援」について取り上げ、どのような人が
収入減による生活への支援に関して不安に感じ
ているのかを分析した。分析は、緊急事態宣言
下の不安状態を用いた。「収入の減少に伴う生活
への支援」について不安がありか否かを従属変数
とするロジスティックス回帰分析の結果を図4に
示す。独立変数は上記の分析と同様である。収
入減に伴う経済面に関する不安の場合には、不
安全般とは異なり、男性の方が女性よりも不安
を感じやすい傾向にある。学歴に関しては、高
学歴層で経済不安は低いことがわかる。中学・高
校学歴の低学歴層は、大学・大学院の高学歴層に
比べて、1.7倍（1/ e -0.544）経済不安を感じやす
い。さらに雇用状況が経済不安と関連している
ことがわかる。現職（2020年1月から3月の時点）
が「非正規（パート・派遣・請負）」「自営・家族

従業者」である場合には、「経営者・正規社員」で
ある場合に比べ、経済不安を感じやすい。現職
が専門・管理職の場合にはブルーカラー職の場
合と比較して、経済不安を感じにくい。特に「自
営・家族従業者」は「経営者・正規社員」と比べ2.6
倍（e0.939）経済不安を感じやすく、この差は顕
著である。緊急事態宣言下の時短営業などの影
響が直接的に現れているのかもしれない。低学
歴層や非正規労働者を含め社会経済的に不利な
状況にある人の方が、経済不安度が明らかに高
いことがこの結果から読み取れる。

（2）コロナ禍における健康と生活意識の変化
　2020年 ウ ェ ブ 特 別 調 査 の 対 象 者 は、
J L P S2007年からの継続サンプル、2011年か
らの追加サンプル、そして2019年からの若年
リフレッシュサンプルの3種のサンプルの対象
者である。いずれのサンプルについても2019
年1月から3月の調査（継続調査のWave 13、
追加調査のWave 9、リフレッシュサンプルの
Wave 1）と2020年1月から3月の調査（継続調
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査のWave 14、追加調査のWave 10、リフレッシュ
サンプルのWave 2）の回答を参照することがで
きる。つまり特別調査の回答とそれ以前の調査
の回答の比較が可能となり、同一の調査項目に
ついては、時点間の変化の軌跡を明らかにする
ことができる。
　そこでこのJ L P Sの特性を活かして、健康に
関連する調査項目と生活意識に関する調査項目
について時点間の変化を分析する。表1は、主
観的な健康状態についての質問（「あなたは、自
分の健康状態についてどのようにお感じです
か」）の回答（5件法）の結果を、2020年1月から
3月と2020年秋の2つの調査時点間でクロス集
計（実数と行%）したものである。主対角線上の
回答が、健康状態に変化のない回答者（全体の
54％）、主対角線よりも上の回答は、健康状態が
悪くなった回答者（17％）、主対角線よりも下の
回答は、健康状態が良くなった回答者（29％）を
表す。ほぼ半数の回答者は、自分の健康状態に
変化がなかったが、健康状態が良くなった回答
者が3割弱、逆に悪くなった回答者が2割弱いた
ことがわかる。
　同様な形で2020年1月から3月と2020年秋
の2つの調査時点間のクロス集計を下記の6つ
の健康関連項目と5つの生活関連項目について
作成し、変化のない回答者、悪くなった回答者、
良くなった回答者の割合を図として表示したの
が、図5である。JLPSでは精神的健康について
の5つの質問（図を参照）と健康上の理由で家事
や仕事などの活動が制限されたこと（活動制限）
について質問している。それぞれの質問は、「い
つもあった」「ほとんどいつもあった」「ときど

きあった」「まれにあった」「まったくなかった」
の5段階の選択肢を用意した。生活関連項目では、

「次のことについて、現在あなたはどのくらい満
足していますか」の質問のうち「仕事」と「生活全
般」の回答を取り上げた。回答は「満足している」

「どちらかといえば満足している」「どちらとも
いえない」「どちらかといえば不満である」「不
満である」の5件法選択肢を用意した。生活の将
来展望については、「あなたは、将来の自分の仕
事や生活に希望がありますか」の質問についての
回答（「大いに希望がある」「希望がある」「どち
らともいえない」「あまり希望がない」「まったく
希望がない」）を示した。暮らし向きについては、
現在の暮らし向き（「豊か」「やや豊か」「ふつう」

「やや貧しい」「貧しい」の5件法選択肢）と10年
後の暮らし向き（「良くなる」「少し良くなる」「変
わらない」「少し悪くなる」「悪くなる」の5件法
選択肢）を取り上げた。これらの質問について、
回答が変わらないのかそれとも良い方向に回答
が変化したのか、悪い方向に変化したのかとい
う全体的な傾向を掴むために分析した。
　図5の結果を検討すると、どの項目についても
最も大きなグループは「変化なし」である。2020
年1月から3月の時点から2020年秋の時点まで
の半年ほどの間のことなので、変化しない人が
ほぼ半数かそれ以上であるのも不思議ではない。
悪い方向で変化したのが良い方向で変化したの
に比べ明らかに大きい項目は、「楽しい気分で
あった」「生活満足度」「将来の仕事や生活に希望」
の3つである。それ以外の9項目は良い方向の比
率の方が大きいか悪いと良いがほぼ同じ比率で
ある。新型コロナウイルス感染症がこの間に大

表１　主観的健康状態の2 時点（2020 年1⽉から3⽉と2020年秋）の回答

2020 年秋　特別調査

2020 年 1-3 月 1 とても良い 2 まあ良い 3 普通 4 あまり
　　良くない 5 悪い 合　計

1 とても良い
212 106 33 7 1 359

59.10% 29.50% 9.20% 1.90% 0.30% 100.00%

2 まあ良い
202 666 230 37 5 1140

17.70% 58.40% 20.20% 3.20% 0.40% 100.00%

3 普通
96 526 840 150 7 1619

5.90% 32.50% 51.90% 9.30% 0.40% 100.00%

4 あまり良くない
6 59 140 206 20 431

1.40% 13.70% 32.50% 47.80% 4.60% 100.00%

5 悪い
1 4 3 18 17 43

2.30% 9.30% 7.00% 41.90% 39.50% 100.00%
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きく拡大していったことを受けて、健康や生活
に関わる人々の置かれた状況が悪化したのでは
ないか、という予想もあった。しかし結果をみ
ると、必ずしも健康・生活の領域のすべてで悪化
の方向に向いているというわけではなさそうで
ある。
　この新型コロナウイルス感染症拡大の時期
のインパクトがあったのかを確かめるために、
2019年1月から3月の時点と2020年1月から3
月の時点の間の変化についても同じように変化
パターンの図を作成した。これはコロナ禍が到
来する前の1年間の変化を表す。図6の結果を
みると、変化パターンは驚くほど類似している。
どの項目でも最も大きなグループは「変化なし」
である。悪い方向で変化したのが良い方向で変
化したのに比べ明らかに大きい項目は、「楽しい
気分であった」と「10年後の暮らし向き」の2つ

である。
　図7は、図5と図6の「悪くなった比率」のみを
取り出して、2つの時点間変化を比較したもので
ある。薄い色の棒が「2019年初旬から2020年
初旬」にかけての変化、濃い色の棒が「2020年
初旬から2020年秋」のコロナ禍を経た時期の変
化である。新型コロナウイルスの感染症が拡大
する以前には、「10年後の暮らし向き」「仕事満
足度」「健康により家事や仕事などが制限された
こと」の項目で、「悪くなった比率」が相対的に高
い。コロナ禍を経験した後には、「生活満足度」
と「かなり神経質であったこと」の項目が相対的
に高い。しかし、全体的な傾向から言うとコロ
ナ禍で健康と生活に関わる状況が大きく損なわ
れたと結論することはできない。少なくともこ
れらの調査項目に関しては言えば、変化は限ら
れている。新型コロナウイルスの感染症が拡大
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図5　健康関連項目と生活関連項目の2時点間の変化（2020年1月から3月の時点と2020年秋の時点）
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する以前から、健康と生活に関連して悪い方向
に変化している人々が2割程度存在していたこ
とがわかる。コロナ禍を経た2020年秋頃にも、
ほぼ同様の比率の人々が悪化を経験している。
但し注意しなければならないのは、特別調査が
実施されたのは、第1回の緊急事態宣言を経て、
状況がある程度落ち着き小康状態であった2020
年9月から10月にかけての時期であったことで
ある。もしかすると緊急事態宣言下では、健康
状態と生活環境が悪化した状況にあった人がよ
り多く存在した可能性は否定できない。残念な
がら本調査からはこの点については明らかにす
ることはできない。

（石田浩）

3. コロナ禍における社会的孤立
（1）社会的孤立がなぜ問題なのか
　社会的孤立とは、他者とのあいだに一切、あ
るいはほとんど社会的なつながりのない状態を
指す（Wilson 1987）。社会的なつながりには
さまざまなものがある。個人的な友人関係、家
族・親族といった血縁、近隣などとの地縁、仕
事上の人間関係が典型例である。これらの多種
多様な社会的なつながり全体のことを社会ネッ
トワークと呼んでいるが、それが欠如した状態
のことを社会的孤立と考えてよい。
　社会的孤立は、特に高齢者にとって問題である
と考えられている。社会的なつながりがないとい
うことは他者との交流がないことにつながる。こ

のことが、外出の少なさによる日常的な運動不足
や、話し相手がいないことによるストレスなどを
通じ、心身の健康悪化を引き起こす可能性がある
と考えられている（Fiori  et  al . 2008）。
　しかし、これらの問題が若年・壮年者に無関
係とはいえない。若年・壮年者は、冒頭で述べ
たようなさまざまな社会的なつながりにもとづ
く役割を担っている。ライフステージを問わず、
われわれは様々な人びととのあいだでの役割分
担（分業）、協力にもとづき日々の社会生活を営
んでいる。このことを、自分自身を中心に据え
て言い換えると、つながっている人（他者）から
の様々な助けがあることで、自分ひとりではこ
なしきれない多くのことに対応できているとも
いえる。孤立は他者から自分に向けての援助や
情報の流れが途絶えている状態であると考えら
れ、つながりがあればそれを頼りにできたよう
なことを自分で対処しなければならない。ある
程度は自分自身で解決できるかもしれないが、
一定の限度を超えると対応が困難になり、心身
へも大きなストレスが生じる。高齢者のなかで
孤立の問題が顕在化しやすいのは身体的、認知
的負担による「限度」が若年・壮年者よりも早く
生じやすいからである。「限度」がある以上、よ
り若いライフステージの人びとにとっても孤立
は無視できない問題だと考えられるのである。
　また、われわれは社会的なつながりのなかで
役割を担い、そのことを通じて周囲の人びとか
ら認められ、受け入れられる。孤立状態は、役
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図7　健康関連項目と生活関連項目で「悪くなった比率」の時点間比較
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割を担う機会を逸していると同時に、周囲から
認識される機会も失っていることを示唆してい
る。日常生活における個人の比重が大きくなる

（個人化する）につれ、孤立は単につながりがな
いという状態だけにとどまらず、他者から選ば
れないことを象徴している（石田 2018）。社会
的なつながりが種々の支援や承認の源としてみ
なされるようになった社会状況下で、孤立は不
安を引き起こす重要な要因として考えられるよ
うになっている。

（2）新型コロナウイルス感染症と社会的孤立
　社会的孤立のリスクは、2020年3月11日に
W H Oが世界的な流行を宣言した新型コロナウ
イルス感染症（COVID -19）によって深刻化し
ている可能性がある。この感染症が人びとの身
体的接触により広がることから、世界中の都市
でロックダウンがおこなわれ、人びとの社会的、
経済的活動が大きく制限されることとなった。
日本でも2020年4月7日に埼玉県、千葉県、東
京都神奈川県、大阪府、兵庫県および福岡県を
対象として1度目の緊急事態宣言が発令され、4
月16日には全国に広がった。また、感染の再拡
大により2021年1月7日には2度目の緊急事態
宣言が発出された。
　海外のロックダウンとは異なり強制的な行
動制限は日本ではおこなわれていない。しか
し、外出自粛が強く呼びかけられ、全国的に多
くの人々が要請を積極的に受け入れた。その結
果、人びとが対面でコミュニケーションをとる
ことが激減し、社会的孤立のリスクが広く生じ
ている可能性がある。COVID -19と社会的孤
立の関係について、イギリスの研究では社会的
な交流の減少が報告されている（W i l l i a m s e t 
a l . 2020）。また、アメリカでおこなわれた定
量的な研究では、年齢層を問わず社会的孤立の
認識が高まっているということが指摘されてい
る（Teater  et  al . 2021）。日本ででも、1度目
の緊急事態宣言が最初に発令された7都府県に
住むオンラインモニターを対象とするオンライ
ン調査を通じて、社会的孤立の背景と社会的心
理的側面への影響について分析がなされている

（Sugaya  et  al . 2021）。
　これらの研究は、COVID -19に関して様々
な情報が行き交い、社会的な混乱も生じている

なかでおこなわれたもので、非常時のスナップ
ショットとして非常に興味深い知見を提供して
いる。一方、上記の研究を含めほとんどの調査
研究はCOVID -19が生じてから実施されたも
のである。このことには、社会的孤立の問題が
COVID-19の影響によるものなのか、それとも
COVID -19以前の状況によるものなのかを区別
しづらいという問題がある。もともと社会的孤
立状態にある、あるいはそのリスクが高い人び
とがいるという状況を踏まえれば、COVID -19
以前の孤立問題を反映しているに過ぎない可能
性がある。このような懸念を含めて社会的孤立
について検証を試みるためには、コロナ前後の
状況を把握できるパネル調査データの分析が望
ましい。ここでは、社会ネットワークサイズの
コロナ禍前後での推移を分析し、孤立リスクの
変化についてどのような格差が存在するのかを
検証する。

（3）JLPSでの社会ネットワークサイズの
把握の仕方

　J L P Sでは、社会ネットワークサイズに関す
る質問を2009年にはじめて尋ねた。その質問で
は、毎日平均して「直接会ってあいさつや会話を
する人」（対面）、「電話・携帯により会話をする⼈」

（通話）、「携帯・パソコン等によりメールをする
人」（テキスト）の3種類の人数を尋ねている。
　その後、2018年に再度同じ質問を設けたが、
この間のスマートフォンやインスタント・メッ
セージアプリの普及などを踏まえ、テキストメッ
セージのネットワークサイズの文言は「携帯・パ
ソコン等によりメール（L I N E等を含む）をする
人」に変更している。また、今回のW E B特別
調査では、通話のネットワークサイズの文言を

「電話・携帯（ビデオ通話を含む）により会話を
する⼈」に変更した。これは、コロナ禍において
Z o o mなどのビデオ通話アプリケーションが急
速に普及したことによる。
　以上の文言変更は、メール・メッセージあるい
は通話のネットワークの範囲を広げる内容であ
るため、測定される人数は変更前よりも多くな
るはずであることをあらかじめ断っておく（逆に
言えば、質問設計上は通話、あるいはメール・メッ
セージのネットワークに関する孤立が生じにく
くなっているはずである）。以下では、特にコロ
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ナ禍に相当するWEB特別調査（2020年9-10月）
とそれ以前（2009年、2019年、2020年1-3月）
の違いに焦点をあてて、コロナ禍の前後で社会
的孤立のリスクが日本の若年・壮年者のなかで
どのように推移したのかを検証する。
　本研究では、この3種のネットワークサイズ（接
触人数）に関して、0人と回答した場合に孤立で
あるとみなしている。すなわち、対面、通話、テ
キストのネットワークそれぞれについて、0人で
ある場合に「対面孤立」「通話孤立」「テキスト孤
立」と名付けて以降の分析と議論を進める。また、
いずれかのネットワークに関して0人である場合
を「いずれか孤立」として分析をおこなった2。

（4）社会的孤立指標の推移
　それでは、上述の通り定義した4種の孤立に
ついて、各調査年での割合をみてゆこう。図8
は孤立割合の推移を示したものである。なお、
追加サンプルは2011年（Wave 5）、リフレッシュ
サンプルは2019年（Wave 13）から調査が始まっ
ているため、この折れ線グラフはあくまで各年
の孤立割合を意味していることに留意されたい。
図8集計結果は、継続サンプル、追加サンプル、
リフレッシュサンプルのそれぞれについて、初
回調査（2007年、2011年、2019年）の基本属

性の分布と一致するように補正を施したもので
ある。
　ネットワークサイズについてはじめて尋ねた
2009年（W3）では、対面孤立は1.6%、通話孤
立は15.4%、テキスト孤立は17.9%、「いずれ
か孤立」は25.7%という結果であった。対面で
誰とも接触しないという状況が稀であることが
わかる。通話やテキストメッセージをやり取り
する相手がいないという状況は対面の場合より
も生じやすいが、それでも多くの人にあてはま
るわけではない。これら3種の孤立のうち、いず
れかにあてはまるのは約4分の1となっている。
　その後、孤立の状況はどのように推移してゆ
くだろうか。2020年1-3月（Wave 14）までにか
けて、対面孤立の割合は概ね平坦に推移してい
る。一方、通話孤立の割合は増加、テキスト孤
立の割合は減少傾向にあることが折れ線グラフ
から読み取れる。両者の反対の傾向は、2000年
代以降のスマートフォンとS N Sの普及を反映し
たものと思われる。通話が相手の時間を拘束す
る一方、テキストメッセージのやり取りは時間
帯を問わず可能である。利便性の違いにより通
話からテキストへとコミュニケーションの仕方
が移ったことが理由の一つと考えられる。「いず
れか孤立」の割合がゆるやかな上昇傾向にあるの

2　このような定義の場合、あるネットワークについては孤⽴していても、別のネットワークでは孤⽴していないとい
う状況も⽣じうる。したがって、本研究でみているのは最も深刻な社会的孤⽴ではなく、そこに⾄る可能性が⼀定
程度存在する状態としての孤⽴だということになる。
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図8　各種のネットワークサイズが0 人（孤立）であった者の割合の推移
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は、最もパーセンテージの大きな通話孤立の推
移を反映していることが主要な理由である。
　それでは、コロナ禍の前後で孤立状態はどの
ように変化したのだろうか。図8なかで注目す
べきはWave 14とW E B特別調査のあいだの変
化である。W E B特別調査が実施された2020年
9月から10月は緊急事態宣言の発令下にはなかっ
たが、引き続き外出自粛が推奨されていた期間
ではある。外出自粛の影響が生じているとすれ
ば、孤立割合はWave 14から上昇していると予
想できる。
　 対 面 孤 立 の 割 合 は2.9%と な っ て お り、
Wave 14からは1%ポイントの上昇である。こ
の差は、孤立割合の水準を考慮すると無視でき
ない。Wave 14とW E B特別調査のあいだでの
1%ポイントの差は有意水準5％で統計的に有意
である。孤立割合の比をとると、Wave 14から
WEB特別調査にかけて孤立割合は1.5倍に増加
している。対面での接触機会が失われたことが、
JLPSのデータからも確認できたといえる。
　割合の差という点で最も顕著なのは通話孤立
についてである。Wave 14からW E B特別調査
にかけて、通話孤立の割合は26.8%から32.9%
という6ポイントの上昇がみられる。この差は
有意水準5%で統計的に有意である。また、割
合の比をとると1.2倍になっている。W E B特別
調査では質問の文言にビデオ通話を加えており、
オンライン通話のサービスが人びとの接触機会
を維持していたのであれば、孤立割合の変化は
より小さかったはずであろう。しかし、集計結
果はそのような想定に反したものとなっている。
通話孤立の割合の上昇理由についてはさらなる
検討が必要だが、外出の機会が持ちづらい生活
状況が背景として考えられるのかもしれない。
電話やビデオ通話は何らかの用件があって生じ
ることが多いはずである。誰かと話す、話題を
共有するような用件がなければ、通話の道具が
あったとしてもコミュニケーションは生じよう
がない。この点は、生活行動の変化との関わり
で検証を進めることができるだろう。
　メール・テキストメッセージのやり取りをする

相手に関しては、Wave 14からW E B特別調査
にかけて孤立割合が減少しているが、統計的に
は有意な差ではなく誤差の範疇だといえる。「い
ずれか孤立」の割合は5.4%ポイント上昇してい
るが、これは主に通話孤立の割合の変化による
ものといえる。
　以上の結果は、対面、あるいは通話といった、
他者と一定の時間を共有しながらコミュニケー
ションをとるようなネットワークに関して、コロ
ナ禍で孤立を経験する者が増加した可能性を示
唆している。それでは、コロナ禍での孤立の増
加は人びとのあいだで共通に生じた現象なのだ
ろうか。それとも、孤立を経験しやすくなった
人とそうではない人がいるのだろうか。以下で
は社会的孤立の経験に関する異質性を検証する
が、それに先立ちどのような人びとが孤立を経
験しやすいのかを確認しておこう。

（５）孤立リスクの背景
　ここでは、Wave 3からWave 14までのデータ
を用いて、どのような人が孤立を経験しやすい
のかを検討する。WEB特別調査データを含めな
かったのは、人びとのより定常的な孤立リスクの
要因を検討したいためである。特別調査データ
を含めることで、コロナ禍という特殊な状況の
影響が少なからず反映される。後述の分析では
元々孤立しやすかった人とそうでない人のあい
だで孤立経験のしやすさの推移を比較する。こ
の、「元々孤立しやすいか」という側面について、
コロナ禍の影響が混ざってしまうことを避ける
ため、特別調査データは分析に含めなかった。
　分析では、性別、出生年、働き方、学歴、調
査時の居住都市規模、配偶状態、単身世帯か否か、
仕事以外でのインターネットの利用頻度、健康
状態、メンタルヘルスの悪さ、および調査Wave
の情報を用いて、対面、通話、テキスト、「いず
れか」の4種について孤立しているか否かを説明
するランダム効果ロジスティック回帰分析を用
いた3。その結果は表2の通りである。
　対面孤立と関連しているのは、働き方、配偶
状態、単身世帯か否か、性別、そしてメンタル

3　同⼀対象者について最⼤4 時点の情報が⼊れ⼦状になったデータ構造であるため、通常のロジスティック回帰分析
では誤差の独⽴性を満たさない。また、分析では調査時居住都道府県のダミー変数も含めているが、解釈をおこな
わないため結果は割愛している。



－ 12 －

－ 6732 － 中央調査報　No.768・令和 3年 10月10日発行　■

ヘルスの悪さである。働き方については、正社
員・正職員以外の状態すべてでプラスに有意な回
帰係数が得られており、対面ネットワークから
の孤立が生じやすいことを意味している。配偶
状態については未婚者、離別者は有配偶者と比
べて孤立が生じやすく、単身世帯でも孤立が生
じやすい。J L P Sでのネットワークサイズの質
問では家族も含めた接触人数を尋ねているため、
同居家族がいる状況で孤立が生じにくいことは
不自然ではない。性別については、女性の方が
孤立は生じにくい。そのメカニズムはさまざま
であろうが、同じJ L P Sを用いて友人不在リス
クを分析した研究では女性の方が友人のいない
状態にはなりにくく（石田 2020）、海外の研究
でも女性の方がネットワークを維持しやすいこ
とが報告されている（K a l m i j n 2012）。メンタ
ルヘルスについては、悪い状態であると孤立が
生じやすい。因果の向きの問題は残るが、メン

タルヘルスと孤立の関連を検討する先行研究と
整合的な結果である。
　通話孤立と関連しているのは、インターネッ
ト使用頻度、働き方、配偶状態、性別、居住都
市規模、そしてメンタルヘルスである。インター
ネット使用頻度が多いほど孤立が生じやすいと
いう結果は、そのような人は通話よりもS N Sを
活用していることを反映していると思われる（テ
キスト孤立の結果から）。働き方については非正
規雇用、無業、学生で孤立が生じやすい。配偶
状態については対面孤立の分析と同様の結果と
なっている。性別については、女性の方がより
孤立しやすいという結果であった。居住都市規
模については、より小規模の都市で孤立が生じ
やすく、メンタルヘルスについては対面孤立と
同様に悪い状態であると孤立が生じやすい。
　テキスト孤立と関連するのは、インターネッ
ト使用頻度、働き方、配偶状態、最終学歴、性

表２　各種の孤⽴に関するロジスティック回帰分析の結果

対面孤立 通話孤立 テキスト孤立 いずれか孤立

調査 Wave（基準：W3）
Wave12 0.681 0.733 0.100 0.471 
Wave13 0.739 0.786 0.001 0.510 
Wave14 0.412 0.849 0.122 0.548 

インターネット使用頻度 0.004 0.008 -0.025 -0.003 

働き方（基準：正社員・正職員）

経営・自営等 2.040 -0.241 0.104 -0.029 
非正規雇用 1.442 0.803 0.627 0.733 
無業 4.529 1.220 1.303 1.278 
学生 1.501 0.881 -0.211 0.703 

配偶状態（基準：有配偶） 未婚 0.465 0.747 0.717 0.686 
離別 1.846 0.220 1.229 0.703 
死別 0.715 0.152 0.094 0.112 

単身世帯 1.059 -0.103 -0.133 -0.048 

最終学歴（基準：中学・高校）
専門・短大・高専 -0.166 0.049 -0.304 -0.152 
大学・大学院 -0.484 0.088 -0.444 -0.175 

性別（基準：男性） 女性 -0.614 0.310 -1.395 -0.060 

出生年（基準：1966-72 生）
1973-86 生 -0.052 0.020 -0.330 -0.144 
1987-98 生 -0.401 0.080 -0.761 -0.077 

居住都市規模（基準：16 大市）
20 万人以上市 -0.092 0.276 0.364 0.263 
その他の市 0.033 0.335 0.324 0.285 
町村 -0.620 0.308 0.397 0.294 

主観的健康状態 -0.114 -0.065 -0.195 -0.110 

メンタルヘルスの悪さ（MHI-5） 0.026 0.004 0.009 0.005 

ケース数 16431 16050 16067 15836

個人数 6538 6493 6498 6456

※表の推定値はランダム効果ロジスティック回帰分析の係数
※塗りつぶされた値は、有意⽔準5％で統計的に有意であった係数
※「インターネット使⽤頻度」は値が⾼いほど頻繁にインターネットを利⽤していることを意味
※働き⽅の「経営・⾃営等」には家族従業、内職を含む
※「主観的健康状態」は値が⾼いほど健康だと⾃⼰評価していることを意味
※「メンタルヘルス（MHI-5）」は値が⾼いほどメンタルヘルスが悪いことを意味
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別、出生年、居住都市規模、主観的健康状態、
そしてメンタルヘルスの悪さである。インター
ネット使用頻度については、通話孤立とは逆に
S N Sの利用頻度の多さを反映したものと思われ
る。働き方については、非正規雇用と無業で孤
立が生じやすい。配偶状態については先の2つ
と同じ結果である。最終学歴については、学歴
が高いほど孤立が生じにくいという結果である。
性別については女性の方が孤立しづらい。出生
年については、より若い世代ほど孤立が生じに
くい。学歴の結果と合わせて解釈すると、いわ
ゆる「デジタル・ネイティブ」と呼ばれる世代が全
体的な高学歴化を同時に経験しており、S N Sで
のネットワークを維持しやすいことを反映して
いるものと思われる。主観的健康状態とメンタ
ルヘルスについては、悪い状態であるほど孤立
を経験しやすいという結果である。
　さいごの「いずれか孤立」と関連するのは、こ
こまでみた3種の孤立に関する結果のうち、共
通する要因が統計的に有意な結果として表れて

いるように見える。働き方、配偶状態、居住地域、
健康状態によって孤立の生じやすさが異なると
いう結果である。フルタイムの仕事をしていな
いこと、未婚者であること、小規模の地域に居
住していること、そして健康状態が芳しくない
ことは、社会ネットワークを維持しづらいこと
と関連している。

（6）社会的孤立に対するコロナ禍の影響の異質性
　ここまでみた、コロナ禍以前に孤立リスクが
相対的に高かった層とそうではない層のあいだ
で、孤立経験のしやすさはどのように推移する
のだろうか。ここでは、先程のロジスティック
回帰分析からそれぞれの孤立経験の予測確率と、
その個人内の平均を計算し、上位25%に含まれ
る人を孤立リスク上位層とみなした4。以下では、
孤立リスク上位層と中低位層のあいだで各種の
孤立割合の推移を比較する。
　まず、図8さらに孤立リスクの高さで2群に描
き分けた図9結果を検討しよう5。対面孤立につ

図9　孤立リスクの高さ別の各種孤立割合の推移（エラーバーは95％信頼区間）
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4　対⾯孤⽴のリスク上位層、中低位層の予測確率はそれぞれ5.6%、5.4%。通話孤⽴については37.3%、21.1%、
テキスト孤⽴については23.1%、8.9%、「いずれか孤⽴」については42.3%、26.7%であった。すべての種類の
孤⽴について、上位層、中低位層のあいだの予測確率は有意⽔準5％で有意な差を⽰している。

5　ここでも、対象者のパネルからの脱落を補正するウェイトを⽤いた集計結果を⽰している。
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いてみると、コロナ禍以前と比べて孤立割合が
上昇しているのは、元々は孤立リスクが高くな
かった中低位層においてである。孤立リスク上
位層の孤立割合は中低位層より一貫して高いが、
コロナ禍前後で変化は生じていない。
　通話孤立についても、対面孤立の結果と同様
に孤立割合が上昇しているのは元々孤立リスク
が高くはない層においてである。孤立リスク上
位層においても孤立割合は若干増加しているよ
うに見えるが、エラーバーの重なりからは有意
な変化であるとはいえない。テキスト孤立につ
いては、2群のあいだで変化の仕方に明確な違
いは認められない。「いずれか孤立」いついては、
おそらく対面、通話孤立の結果を反映して、孤
立リスク中低位層における孤立割合がコロナ禍
で上昇している。
　以上の結果がコロナ禍において生じたもので
あるとより強く主張するためには、この間同時
に変化する別の要因の影響もコントロールでき
ることが望ましい。そこで、（線形の）固定効果

モデルと呼ばれるパネルデータ分析の手法を用
いる。パネル調査期間で変わらない個人間の異
質性や、個人内で変わりうる観察可能な要因の
影響を除いたうえで、なお孤立リスクの上位層
と中低位層のあいだで孤立割合の変化の仕方に
違いが存在するのかを検証する。その結果が図
10ある。図8では全体的な調査Wave 間での孤
立割合の変化を見ていたが、固定効果モデルで
は調査Wave とコロナ禍以前の平均的な孤立リ
スクの高低の交互作用効果を考慮することで、
調査Wave 間での変化が2群のあいだで異なる
のかを検証できる6。
　固定効果モデルでは、個人間の平均の差異
は統制されるため、基準の時点となっている
Wave 3における孤立割合は2群のあいだで等し
くなる。そのため、注目すべきは孤立割合その
ものというより、その変化の仕方である。
　対面、通話孤立については、図9同様にリス
ク中低位層においてコロナ禍で孤立割合が有意
に上昇している。リスク上位層についても割合

図10　パネルデータ分析（固定効果モデル）の結果（エラーバーは95%信頼区間）
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6　このほか、固定効果モデルには時間経過に伴い変化する要因として、働き⽅、配偶状態、単⾝世帯か否か、居住と
し規模、健康状態、メンタルヘルス、インターネット使⽤頻度、居住都道府県ダミーの諸変数を含めている。
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が上昇しているようにみえるが、エラーバーの
重なりを考慮すると統計的に有意な変化だとは
いえない。テキスト孤立については、種々の要
因をコントロールした後ではリスク中低位層、
上位層のあいだで孤立経験の変化の仕方に統計
的に有意な違いはみられない。さいごに、「いず
れか孤立」については対面、通話孤立と同様にリ
スク中低位層でコロナ禍にかけて孤立経験割合
が有意に上昇しているという結果となった。

（7）小括
　本節では、日本でCOVID-19による外出自粛
の影響で人びとの接触、交流機会が減るなかで、
社会的孤立のリスクがコロナ禍以前と比較して
どのような人びとのあいだで、どのように変化
したのかを検証した。対面、あるいは通話によっ
て接触する人間関係からの孤立は、コロナ禍で
より生じやすくなっていることが明らかとなっ
た。一方、テキストメッセージのやり取りによ
るネットワークからの孤立に対して、コロナ禍
の影響は確認されなかった。
　このような傾向がどのような人びとにより顕
著に現れているのかを探るため、本研究ではコ
ロナ禍以前に孤立リスクが高かった上位層と、
リスクの低い中低位層のあいだで孤立経験割合
の推移を比較した。もともと孤立リスクが高い
のは、総じて正社員・正職員（いわゆる正規雇用）
以外の人びとや未婚者、比較的小さな規模の都
市に住んでいる人びと、そして健康状態の悪い
人びとであった。一方、コロナ禍にかけての孤
立経験割合の変化をみると、孤立がより生じや
すかったのは孤立リスクがもともと低い中低位
層においてであった。上位層についてはコロナ
禍前後でほぼ一定に孤立経験割合が高く推移し、
中低位層の孤立経験割合が上位層の水準に近づ
いたという結果であった。
　以上をまとめると、コロナ禍以前と比べて、
社会的孤立の経験がもともとリスクの相対的に
低い層でも生じやすくなったということになる。
言い換えれば、日本の若年・壮年者全体で孤立
リスクが高まったともいえる。孤立が平均的に
は人びとのウェルビーイングに悪影響を及ぼす
ことを踏まえると、多数派である孤立リスクの
低い層で社会的孤立が生じやすくなったことは、
社会全体のウェルビーイングの悪化につながる。

J L P Sは今後も調査を継続するが、孤立の状況
が今後改善するのか、また他の生活の側面とど
のように関連してゆくのかを検証することで、
コロナ禍における社会的孤立の問題の理解を深
めることができるようになるだろう。
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9月の時事世論調査
９月の時事世論調査によると、

菅内閣の支持率は前月から4.4
ポイント増の33.4％、不支持率
は0.8ポイント減の47.5％だっ
た。９カ月続けて不支持率が支
持率を上回った。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として９月10日
から13日に実施、有効回収（率）
は1,283（64.2％）だった。

この時期の国内の動きは、
夏の甲子園、２年ぶりの開幕：

第103回全国高校野球選手権大
会は10日、阪神甲子園球場で開
会式が行われた。新型コロナウイ
ルスの影響で昨年の大会は中止
となり、２年ぶりの開催。台風９
号の影響で開幕が９日から順延さ
れた。開会式ではコロナ対策のた
め、代表校の選手たちはマスクを
着用した。（8月10日）。

トヨタ自動車、9月に4割減産：
トヨタ自動車は、国内外の工場で
の生産について、90万台弱とし
ていた計画を50万台強に引き下
げた。当初の計画から４割の減産
となる。東南アジアで新型コロナ
ウイルスによる感染が拡大し、部
品生産が停滞し始めたことが影響
した（8月19日）。

笑福亭仁鶴さん死去：バラエ
ティー番組司会などでも活躍した
上方落語家の重鎮、笑福亭仁鶴

（しょうふくてい・にかく、本名岡
本武士＝おかもと・たけし）さん
が17日、病気のため亡くなった。
84歳だった（8月20日）。

東京パラリンピック開催：第
16回夏季パラリンピック東京大
会は24日、東京・国立競技場で
開会式が無観客で行われた。9月
5日までの13日間、障害のある選

フガニスタン情勢をめぐり、オ
ンライン形式で開催された。終
了後の首脳声明で「重大な懸念」
を示し、緊密な連携を続ける方
針を表明した（8月25日）。

ワクチン接種、世界格差を懸
念：世界保健機関（W H O）のテ
ドロス事務局長は８日、接種完
了者に対する追加接種を年内は
自粛するよう各国に呼び掛けた。
世界での格差を問題視し、接種
できていない開発途上国の人々
を優先するよう訴えた（9月9日）。

政党支持率　自民党の支持率
は前月から2.8ポイント増加して
26.5％だった。以下、立憲民主
党は0.9ポイント減の3.0％、公
明党は0.5ポイント増の5.0％、
共産党は0.9ポイント増の2.2%、
日本維新の会は0.3ポイント減の
1.7％、国民民主党の支持者は皆
無だった。支持政党なしは2.4ポ
イント減の59.0％。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り0.6ポ イ ン ト 減 の
2.9％、「悪くなった」も2.0ポイ
ント減の48.0％だった。時事世
論景気指数は前月から４ポイン
ト増の36となり、４カ月続けて
の増加となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.4
ポイント増の3.5％、「苦しくなっ
た」は1.1ポイント減の22.2％
だった。

手によるスポーツ祭典が続けられ
る。新型コロナウイルス感染拡大
の影響で、東京五輪と同様、１年
延期の開催となった（8月24日）。

モデルナ製ワクチン、異物混
入：厚生労働省は26日、米モデ
ルナ製の新型コロナウイルスワク
チンに複数の接種会場から異物
混入が報告されたとして、同じ製
造番号などの計約163万回分の
使用を見合わせると発表した。健
康被害は報告されていない（8月
26日）。

菅首相、退陣へ：菅義偉首相
（自民党総裁）は、自民党総裁選に
出馬しないことを表明した（9月3
日）。

東京パラリンピック閉幕：13
日間の熱戦を終え、無観客の閉会
式が東京の国立競技場で行われ
た。世界から約4400人の選手が
参加し、全ての会場で一般客を
入れなかった。日本は史上２番目
に多い51個のメダルを獲得した

（9月5日）。

国外では、
ハイチで地震：米地質調査所

（U S G S）によると、カリブ海の
島国ハイチで14日午前８時半（日
本時間同日午後９時半）ごろ、マ
グニチュード（Ｍ）7.2の地震が
発生した。現地の防災当局によ
れば、死者・行方不明者は1000
人を超えるという（8月15日）。

国連安保理が緊急会合：緊迫
するアフガニスタン情勢を受け
国連安全保障理事会は16日、緊
急会合を開いた。安保理は会合
後、「女性参加を含め、すべての
勢力を代表する新政府」を樹立す
るよう求める声明を発表した（8
月16日）。

米駐日大使にエマニュエル氏：
バイデン米大統領は20日、駐日
大使に前シカゴ市長のラーム・エ
マニュエル氏（61）を指名すると
発表した。オバマ前大統領の最
側近として政権の司令塔の役割
を果たし、バイデン現政権中枢に
近いといわれている（8月21日）。

G7首脳会談開催：先進７カ国
（G7）は24日、イスラム主義組
織タリバンが実権を掌握したア

◇  告　知　板

時事世論景気指数
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